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Abstract 

This is the paper for to examine the 21st century industry from the perspective of civilization types and discusses the 

significance of the restoration techniques for giant rigid airships, which symbolize the new technological civilization of 

harmonization with the natural environment. We need to evaluate the restoration of pre-existing object with latest type of 

technology and material for today’s request. If we re-construct Graf Zeppelin III with all possible wisdom of present 

industry, she will be new angel to give us the solution of global environmental problem with low carbonized air vehicle. 

“We cannot control nature except by obeying her”   ------ Sir Francis Bacon 

 

１．はじめに 

百数十万年とも言われる巨大な人類史の歩みのな

かで、今日の「工業文明」が現出したのは１８世紀

末からのたかだか二百年余りのことに過ぎない。つ

まり時間的には、人類の全活動期間の僅か０．０２％

未満の時間で地球規模の大変動が生じたわけである。

この「工業文明」は、英国から始まる西洋の農業革

命を背景に、近代科学技術とりわけ機械技術の発展

を基礎とした産業革命が生み出した。さらに空間的

には、船舶・鉄道から後には自動車・航空機に連な

る輸送手段の開発・普遍化に伴う、西洋世界の非西

洋世界への侵出と植民地化、軍事力や国際交易の進

展による人類の活動圏の飛躍的拡大により、全地球

規模に伝播し「世界システム」化してきたのである。 

この様な性格を持つ思想・社会・政治・経済・法

律・生産技術・生活様式等のあらゆる現象を総括し

て、今ここで一つの文明現象として捉えるならば、

この「物質文明」の一つの特徴は一旦接触すると、

被接触側の社会を巻き込んでゆくような性質と構造

を内包していることである。それは従来、西欧列強

の帝国主義的侵略という用語で表現されてきたが、

ここではそういう一面的な捉え方をより包括的な次

元で解釈し、「工業化社会への波動」が全地球規模で

伝播していった現象として捉えなおすことができる。 

Has man a future? Sir Bertrand Russell
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「工業文明の恩恵」としての様々な文明の利器と

なる工業製品群に支えられた生活を一旦味わってし

まうと、もう後戻りはできなくなってしまう。こう

した文明の利器・技術による「文明人の暮らし」の

非西洋地域への拡大という観点で捉えるならば、確

かに「物質文明生活」は我々に多くの恩恵を与え多

くの苦痛を軽減してくれた。またその生産力を背景

とし人類の一部を餓死の恐怖から解放してくれた。 



    

 

 

 

この様な人類史を巨視的に概観すると、人類の発

生から中世までは「環境埋没・順応型世界観」が狩

猟農業文明（第一次産業基軸の文明）を支え、近代

以降は「環境改造・操縦型世界観」が巨大工業文明

（第二次産業基軸の文明）を支えてきたということ

ができる。そして現代はＩＴ時代のグローバル情報

社会の側面をもつ高度技術文明（第三次産業基軸の

文明）に立ち入ろうとしている。もちろん巨大工業

文明下でも農林水産業なくしては人間が生きてゆけ

ないのと同様、高度技術文明下でもそれを支えるモ

ノつくりの工業・製造業なくして社会は成立し得な

い。この構造は数学的な三次元が二次元と一次元を

包含していることのアナロジーとして理解できよう。 

日本も明治以降このような世界の潮流に巻き込ま

れつつ主軸の一員となって、この様な「工業文明」

を離れては人間と社会を維持・存続させにくい状況

に巻き込まれている。その反面で二十世紀後半から

加速度的にこの資源大量消費型の巨大工業文明は、

莫大な資源・エネルギーの浪費と自然環境の不可逆

的破壊（エントロピーの増大）による生態系の有機

的調和の喪失をもたらし、地球温暖化など今や全地

球規模の問題を巻き起こしている。 

ここで我々が考えなければならないのは、今世紀

における第三次産業を基軸とした高度技術文明の新

産業と技術革新は、いかなる志向性と本質を持つべ

きであるかという根本命題である。それは我々日本

人の世界に対するこの問題の基本スタンスが如何に

あるべきかということでもある。もともと白砂青松

に囲まれ山紫水明の国土に棲んでいた日本人は古来

より自然を畏敬し、何世代にも亙って自分が見るこ

ともないであろう子孫のために自然を愛し育んでき

た。ところが幕末開国以降のわずかこの百年余りの

間に、美しい自然を近代的都市と工業団地に囲まれ

る国土に変貌させてきた。とはいえ今さらすべての

近代文明を破壊し尽くし中世に戻ることも不可能で

ある。なぜなら欧米にせよ我国にせよ、工業化を達

成すると大体人口が３～４倍に増加する。江戸時代

の日本の人口は３千万人弱、現在は１億２千万人強

の人口となっている。逆に言えば工業化以前の社会

での人口維持能力では今の我々の四人に三人は餓死

しなければならないことになる。 

 

 

もとより後戻りができない以上前に進むしかない

わけだが、闇雲に進んで全滅する愚は当然避けねば

ならない。そこで我々は、自然に盲従するのでも、

自然を一方的に征服し破壊するのでもない、まさし

く自然の法則を尊重し、人類が獲得しこれからも探

求してゆく高度な科学技術を駆使して、自然に従い

調和しながら巧みに自然を応用してゆく態度、つま

り自然と人間が折り合いながら共利共生してゆく態

度を選ぶことが最重要となる。この意味で自然環境

調和型技術文明への転換を図ってゆくことが、現今

の急務であり目標なのである。 

世界の人口増加（平成６年環境白書総説より） 

日本の人口増加（Ｉｍｉｄａｓ９３日本総人口過去より） 



    

 

運輸・航空の分野においても、今や温室効果ガス

の削減は、全地球的課題として我々人類にのしかか

ってきている。「飛行船」はアルキメデスの原理によ

り、ヘリウムガスなどの自然な浮力でかなりの静的

浮力を得て空を飛ぶことができ、燃料消費は主に推

進力に振り向けられるので、少ない化石燃料消費で

渡洋可能な実用的航空機である。騒音やＣＯ２排出

量も少なく、つまり環境に負荷が少ない自然環境調

和型技術の象徴的存在であり、この意味で２１世紀

型新産業の旗手たりうるのである。 

また、経済的にも運航費に占める燃料費を大幅に

逓減させることから、総体的に運航コストを下げる

ことが可能であり、今後地上離着陸支援システムの

開発を行えば、日本各地の地方空港を活用した事業

展開も十分考えられるのである。さらに大型硬式飛

行船の再興による渡洋型飛行船を投入すれば、全世

界規模での物流や旅行手段にもなり得るのである。 

  
２． 大型硬式飛行船の実績と歩み 

 飛行船は、史上最も早く渡洋可能な航空機として

実用的商業飛行を確立した空の乗り物である。２０

世紀前半には、飛行機に先んじて大西洋定期横断航

路に就航していた。 

〔1929年に世界一周した LZ127 ｸﾞﾗｰﾌ･ﾂｪｯﾍﾟﾘﾝ 号〕 

 
昭和４年(1929 年)に全長 236.6ｍのグラーフ・ツェ

ッペリン号が、21 日 7 時間 33 分で世界を一周した。

3万2790キロメートルを総飛行時間288時間11分で

翔破し、世界中で歓呼をもって迎えられた。乗客 20

名乗員 40～45 名を乗せ、その名のとおり空飛ぶ客船

の発想で作られたので、客室は全て個室、食堂・展

望室はもちろんのこと、シャワーやトイレも完備さ

れ、まさに豪華客船そのものだった。その世界一周

中、ゆったりとした船内から美しいオーロラやシベ

リアの大自然、そして眼下に広がるニューヨークの

摩天楼を楽しむことができた。（ちなみに、エンパイ

ア・ステートビルの頂上は飛行船の係留マストとし

ての使い道を考えて建造されたものだった。）巡航時

の高度は地上では 200 メートル、海上では 600 メー

トルだったので、乗客は次々と変わっていく街並み

や大自然のパノラマを存分に満喫できた。ツェッペ

リン伯号は平均速力７５ノット（約 140 キロ/時）で

１万１千キロの航続距離があり、太平洋は 79 時間(3

日と 7時間)で横断した。現代でもクルーズ客船で約

10 日間かかる航程である。〔LZ129 ヒンデンブルク号〕

 
 その成功に基づき、1936 年に建造された大型硬式

飛行客船LZ129「ヒンデンブルク号」は、全長247.2m、

最大直径 41.2m、19 万㎥の容積により 60 トンの積載

浮力を有した。乗客 50名、乗員を合わせて百名が乗

り込み、速力は73kt（135km/h）で航続距離は13,500km

（125km/h にて）に達した。これは現代のジャンボ旅

客機の航続距離に匹敵し、速度を落とせば無着陸無

補給で 5～6日間の連続飛行・滞空性能があった。 

〔ヒンデンブルク号船内ラウンジ（ツェッペリン博物館）〕 

 
ヒンデンブルク号は、ツェッペリン伯号よりさら

に大型で、客室区画は２層に分けられ、客室、食堂



    

 

のほか、読書室や喫煙室までもうけられていた。ラ

ウンジにはグランドピアノが置かれ、船内サービス

もツェッペリン伯号より格段に向上していた。 

〔ヒンデンブルク号のグランドピアノ（実写）〕 

 
乗客用の船室は二段ベッドで洗面台がついた個室

が 25 室あり、他に喫煙室兼バーやシャワールーム、

トイレも完備していた。ちなみに LZ130「グラーフ・

ツェッペリン II世号」は、ヒンデンブルク号と同じ

大きさの船体ながら、船内レイアウトを改良して船

室を増やし、乗客を 72名まで乗せられたが、残念な

がら客船としては就航せずに解体されてしまった。 

ヒンデンブルク号の乗客は、ダイニングルームで

フルコースのディナーをスチュワードの供食で堪能

しつつ、反対舷にあるゆったりとしたラウンジでは

カードゲームやアルミニウム製のグランドピアノの

演奏を楽しみ、別区画にある読書室では手紙を書い

たり、読書を楽しんだりしていた。両舷とも大きな

窓が開けたプロムナードデッキが通っており、歩き

ながら陸海空の絶景を楽しむことができた。ヒンデ

ンブルク号のギャレー（調理室）はおそらく世界初

のオール電化キッチンであり、航行中乗組員である

シェフが三食を船上で調理していたのである。 

〔船内ダイニングルーム（実寸大に復元したもの）〕 

 
こうした空のクルーズの旅を満喫しつつ、現代で

も海上の客船では5日間かかる大西洋横断を、2日と

6時間で翔破し、ドイツのフランクフルトと北アメリ

カのニュージャージー、あるいはドイツと南米リオ

デジャネイロを結んでいた。残念ながら炎上事故に

より、たった１年余しか就航できなかったのだが、

この間に達成した飛行回数は実に 56 回、延べ飛行距

離は 34万 km に達していた。 

57 回目の飛行で残念ながら炎上してしまったが、

1997 年ＮＡＳＡの研究者アジソン・ベイン氏により、

当時の銀色塗料の成分が酸化鉄と粉末アルミニウム

を混ぜたもので、現代ではロケットの推進剤に使わ

れるほど燃えやすかったことが根本原因とわかった。

折からの雷雨の中を飛行してきたので船体に静電気

が帯電しており、濡れた係留索を着陸作業用におろ

して接地した際、おそらくアースの要領で電流が流

れ、その僅かなスパークが塗料を発火させ、それが

内部の水素ガスに燃え移ったと推測されている。 

現在の飛行船は安全な塗料と不燃性のヘリウムガ

スを使用しているので、爆発炎上はありえない。も

ちろん 1937 年の事故当時は大惨事であったが、乗

員・乗客 97 名中 62 名が生存しており、現代の航空

機事故と比較するとむしろ 64％という高い生存率は

驚きでもある。これは飛行船の場合、地上激突型の

墜落ではないためであり、死亡原因もほとんどがや

けどによるものだった。1930 年代当時の飛行機はま

だ大勢が乗れる代物ではなかったために、多数が搭

乗できたゆえの飛行船の犠牲者数は、当時極めてイ

ンパクトのあるものとなったのだが、500 名を越える

犠牲者が一遍に出る現代ジェット旅客機の墜落事故

と対比すれば、静的浮力を持つ飛行船は地上激突型

の墜落はありえず、むしろ死者を出しにくい面があ

るのである。他国のミサイルで直撃されたらさすが

にバラバラになってしまうだろうが、それはジェッ

ト機でも同じであろう。ヒンデンブルク号は、船体

内が各区画に分かれており、中のガス気嚢が 16個あ

ったので、ひとつふたつが損傷しても全ての浮力が

一遍に失われない様になっていた。 

もうひとつの炎上原因である水素ガスに関しては、

実はこのヒンデンブルク号はヘリウムガス使用を前

提に設計・建造されたのだが、米政府は 1927 年にヘ



    

 

リウムを戦略物資に指定し、折悪しく台頭したヒッ

トラーを警戒して、ヘリウムのナチスドイツへの輸

出を認めなかったのである。ヒンデンブルク号はこ

うした国際情勢から、やむをえず水素を使用してい

た。そのため予定より総浮力が増加し、前述したグ

ランドピアノが搭載されたというエピソードがある。

アメリカはこの事故直後にヘリウムのドイツへの輸

出を解禁したが、事すでに遅しであった。 

現代では、燃料電池車に見られるように水素ガス

も取り扱いを誤らなければ安全に使えるようになっ

ている。1930 年代当時はまだ合成繊維が発明されて

おらず、水素ガスの袋（気嚢・きのう）は牛の盲腸

の皮(ｺﾞｰﾙﾄﾞ･ﾋﾞｰﾀｰｽﾞ･ｽｷﾝ)を使用していたし、エン

ベロープという外皮膜は木綿の帆布にアルミ塗料を

塗っただけものだった。前述の NASA のベイン氏は水

素の専門家として、取り扱いを間違わない限り、水

素はそんなに危険なものではないということから、

ヒンデンブルク号炎上を研究しだしたという。これ

から燃料電池車が主流になるのならば、街中に水素

ガスステーションが屹立することになるであろうし、

飛行船もこの事件の余波で、現在はヘリウムガスし

か使えない法規となっているが、例えば二重構造に

して外層はヘリウムとし、内層に水素ガスを使うア

イデアなども出されている。水素を燃料とし、燃料

電池を推進機関とすることも充分考えられる。 

ところで安全面でいえば、後述する現代に復活し

た準硬式飛行船ツェッペリン NT(New Technology)は、

ガスの内気圧が1.04程度であり外気圧との差が極め

て少なく、もし直径 30cm 位の大穴があいてもヘリウ

ムガスが抜けきるまでに８時間以上かかる。通常の

フライトは一日６時間程度であるので、何かが起こ

っても充分に基地まで戻ってくることが可能である。

またもしエンジンが全て停止する様な事態になった

場合も、自由気球の要領により水バラストの水を放

出したり、ヘリウムガスを放出したりすることで浮

力の調節をしつつ安全な場所に不時着することもで

きる。なお放出した水も霧状となるので地上に被害

はもたらさない。もちろん人間が造る機械に絶対は

ない。スペースシャトルでもジェット機でも飛行船

でも故障や不具合は発生しうる。しかしこうした緊

急事態となっても人命を損なわずに地上に生還でき

る確率が最も高い航空機は飛行船であるといえる。 

〔大格納庫に入渠するLZ129ヒンデンブルク号〕 

 

ちなみにツェッペリン社首脳のエッケナー博士は

実は反ナチスだったこともあり、残ったｸﾞﾗｰﾌ･ﾂｪｯﾍﾟ

ﾘﾝ号（I世と新造Ⅱ世）は前述の通り 1940 年５月ゲ

ーリング空軍大臣の命令で解体され、ﾌﾗﾝｸﾌﾙﾄ･ｱﾑ･ﾏｲ

ﾝの飛行船用大格納庫も爆破処分されてしまった。飛

行船の骨組みから回収されたジュラルミンは爆撃機

の材料となったといわれている。同社は戦後の連合

軍による航空再開禁止政策もあり結局飛行船の建造

再開をあきらめてしまった。しかし飛行船建造技術

で培った金属加工技術やトランスミッションなどの

精密機械技術により、今日ドイツに冠たる一大ツェ

ッペリン・コンツェルンを形成している。 

 

３．ツェッペリンＮＴの復活と新事業分野 

ツェッペリン社のなかでは、一旦は過去のものと

されていた飛行船だったが、環境先進国のドイツで

は２１世紀を「環境の世紀」と捉える社会的思潮の

なかで、1993 年にツェッペリン飛行船技術会社が復

活、新型準硬式飛行船ツェッペリン NT(ﾆｭｰﾃｸﾉﾛｼﾞｰ)

の開発に着手し、２１世紀を迎えた 2001 年８月から

商業観光遊覧飛行を開始した。2009 年 6 月時点で既

に約９万人の遊覧飛行客を無事故で乗せ、先行き１

万人の予約客を抱えている。この飛行船は内部にｶｰ

ﾎﾞﾝﾌｧｲﾊﾞｰ製の骨組み構造を持ち、可動ティルト式の

200馬力の航空用エンジン(ﾗｲｶﾐﾝｸﾞ IO-360)とﾌﾟﾛﾍﾟﾗ



    

 

を船体中央部に２基、船尾部に１基の計３基を装備

し、新素材の合成繊維で軽量強靭なエンベロープ(外

皮膜)を構成している。 

〔新型準硬式飛行船ツェッペリンＮＴ〕 

 

従来の軟式飛行船は、地上に降りてしまえば自己

制御能力はほとんどなく、１５名程度のグランドク

ルーが人力でもってマストまでの飛行船の移動を行

ってきたが、このツェッペリン NT は自力で地上での

運用制御が可能となり、３名程度のグランドクルー

の誘導作業でマスト係留が可能となった。この意味

で画期的な飛行船運用技術の未来を拓いたといえる

のだ。旧来の飛行船が開発された 1920～30年代当時

はあまり問題にならなかった人件費が、現在は大き

な要素になっていることを鑑みれば、離着陸・係留

システムの省力化は来るべくして来た技術革新であ

り、この分野はおそらくさらなる自動化・省力化が

追求可能である。そして今後この地上支援システム

の高度化こそ、運用風速限界などを改善し課題であ

る飛行船の定時運航性能を向上させる鍵でもある。 

もっともツェッペリンＮＴは風速毎秒１２ｍまで

は運用可能であり、これは実はヘリコプターや小型

飛行機の運用とほとんど大差がない。既存の軟式飛

行船でも毎秒１０ｍくらいまでは運用しており、日

本でも過去に年間飛行時間は１千時間に達している。

ヘリや小型飛行機は通常年間数百時間しか飛ばない

ことを鑑みれば、現用の飛行船でもかなりの運用実

績があることは一般的には知られていない。 

しかしさしものツェッペリン社といえども、６０

数年振りに建造を再開した第一号Ｎ０７型は、全長

７５ｍで乗員２名乗客１２名、最高時速１２５キロ

で航続距離は９００キロ（増槽で２０００キロ）と、

硬式飛行船としては小振りのものであり、かつての

全長２４５ｍ、最大では航続距離が１万８千キロと

なる１００名乗りのヒンデンブルク級にはまだまだ

及ばない。こうしたことから同社は、次の後継新型

飛行船として、全長９０ｍ級ツェッペリンＮＴ１４

型２２名乗りの大型化計画を持っている。さて、こ

のツェッペリンＮＴの登場を契機とし、あらためて

今後の飛行船事業分野を概観すると次のようになる。 

(1) 観光遊覧 (2) 宣伝広告 (3) 調査・観測・測

量  (4) TV中継・通信中継 (5) 災害復興支援・環境

調査 (6) 警備・哨戒 (7)貨物輸送 (8) 国内観光コ

ミューター  (9)飛行客船による国際航洋クルーズ 

Total Image
地上受信局

飛行船で撮影されたHD映像・3D
画像データは、地上の受信局を経
由し、放送局やデータ処理／配信
局に送信される。

データ処理／配信局に送
信された生データは、一時
加工処理され、配信用サー
バPCのDB格納される。

インターネット

インターネットは介して、配信用３D画
像コンテンツにIEよりアクセスし、災害
地の３D画像を表示し、どの地域が被
災しているかの状況把握や、順次解
析された結果のデータを表示する。

３D画像表示 地図表示

首相官邸災害対策室

自治体災害対策室
都道府県警察本部
ライフライン事業者

国・大学研究機関
民間コンサルタント など

HD映像

3D画像

GPS

GPS
衛星

GPS
衛星

 

飛行船は、長時間の滞空性能はもとより、その低

速性・静粛性が、むしろ有利となるような航空観測・

測量・中継作業もある。特に地震国である我国では、

大震災に備え飛行船により、長時間の滞空性能を活

かし、被災地上空からのライブ映像の送信や通信情

報ステーションとして地上の災害対策本部と連動、

ライフライン等の早期復旧や救助活動に役立てるこ

とができよう。また携帯電話の臨時中継機器を飛行

船に乗せて被災地上空に長時間滞空させることで、

携帯電話の中継局倒壊や利用集中による不通状態を

改善・復旧させ、また携帯電話の電波の発信源の位

置を特定することで、瓦礫などに閉じ込められてい

る人命の救助に寄与することも考えられる。平常時

でも交通状況監視や、火災発生時、犯罪発生時など

の公共協力飛行も視座に入れ、公的な飛行船運用を

促進してゆくメリットは大きい。 



    

 

 ４．アメリカ海軍飛行船隊の業績 

一方アメリカ海軍は、ドイツ・ツェッペリン社の

ヒンデンブルク号に先立ち、１９２３年に大型硬式

飛行船を初導入、１９３３年までにはアクロン号や

メイコン号など複葉機５機を搭載できる空飛ぶ航空

母艦ともいうべき大型硬式飛行船隊を整備していた。 

もう少し詳しく米海軍飛行船隊の活躍の軌跡を見

てみよう。第一次世界大戦の戦時賠償の一環として

ドイツから飛行船技術を得たアメリカは、1919 年か

ら硬式飛行船の整備に着手し、1923 年にツェッペリ

ン社の L49 と英国の R33 を基礎として ZR1 シェナン

ドア号（「星の娘」の意味）を米国で建造、運用を開

始した。しかしこのシェナンドア号は1925年、艦長

のランズダウン中佐の反対にもかかわらず、上級司

令部の命令で、晩夏のオハイオ州に特有な雷雨と乱

気流の悪天候の中に突入させられ失われた。ちなみ

に、この大型硬式飛行船の洋上補給用として、米海

軍初の飛行船母艦パトカ号が 1924 年に就役し、実際

にシェナンドア号が洋上で繋留して、ガソリンやヘ

リウムガスなどの補給、乗組員交代などを実施した。 

〔飛行船母艦 USS Patoka と USS Shenandoah, ZR-1〕 

 

これより以前の1921年に大型硬式第二船ZR2が英

国で R38 として建造されたが、英国での引き渡し前

の試験飛行で喪失してしまった。そこで第三船 ZR3

は、1924 年本場ドイツのツェッペリン社にて LZ126

として建造された後、大西洋を横断して米海軍に引

き渡され、ロサンゼルス号と命名されて就役、解体

されるまで一度も大きな損傷はなく飛行時間4350時

間、野外繋留時間 2080時間、飛行回数 339回、飛行

距離 200,000 浬を達成した優秀飛行船であった。 

そして1926年から 1931年にかけて ZRS4アクロン

号をアメリカのグッドイヤー・ツエッペリン・コー

ポレーション（米独合弁企業）で設計建造、さらに

1933 年ほぼ同型の ZRS5 メイコン号が就役した。この

２隻は複葉戦闘機カーチス F9C スパローホーク５～

６機を搭載、空中発進、空中収容が可能な空中空母

の機能をもつ長距離洋上哨戒を任務とした硬式飛行

船であった。実際に戦闘機が発進し、収容されるシ

ーンの動画の映像フィルムも残っている。  

〔写真：米海軍空中空母と搭載機の空中収容作業〕 

 

〔機体の収容フック部〕 

アメリカは当然燃えないヘリウムガスを使用して

いたが、その反面高価なヘリウムガスを安易に空中

放出しない様な設計になっていたことが裏目に出て、

急激な上昇気流で高度が上がった際のガス放出によ

る気嚢内圧調整がうまくゆかないなどの欠点があっ

た。これにより前述の通り 1925年 9 月にシェナンド

ア号が失われた。本来戦略的な早期哨戒任務などの

運用をすべきだという、海軍飛行船隊の意見を軽視

した司令部の命令で悪天候の中に突入させられる戦

術的運用を繰り返し、また応急修理中の悪天候遭遇

などの不運により、結果的にアクロン号は 1933 年 4

月 73 回目の演習出動で暴風雨のなか喪失した。同号

の総飛行時間は 1695.8時間であった。メイコン号は

1935 年 2 月に演習中暴風雨に突入し応急修理で飛行

していた船尾部の骨組みの損傷が命取りとなり、海

上に不時着して喪失してしまった。 



    

 

〔マンハッタン上空の海軍硬式船ロサンゼルス号〕 

 

結局１９２０～３０年代の素材・エンジン・技術

では、こうした巨大な船体を運用する十分な強度と

推進力を得られず、機敏な運動性や操縦性に欠ける

ところがあり、浮力増減の制御技術にも限界があっ

た。また当時の航空気象情報も局限されており、天

測に頼る運用技術上の制約も無視できない。加えて、

飛行船隊一筋の故ローゼンタール提督から戦後伝え

られた話によれば、当時の米海軍司令部は、本来戦

略的に運用すべきだとの海軍飛行船隊の意見具申を

容れず、荒天時にもかかわらず演習に戦術的運用の

観点で無理に突入させたことなどが災いして、結果

的に両空中空母を喪失してしまった。残ったロサン

ゼルス号はもはや飛ぶことはなく、前述したヒンデ

ンブルク号の炎上もあり、1939 年の末に解体命令が

出て、アメリカの硬式飛行船は幕を閉じたのである。 

〔US Navy  Airship landing on Aircraft Carrier〕 

 

しかしこうした苦難を乗り越え、アメリカは結局

１９６２年まで海軍飛行船隊を保持し、グッドイヤ

ー社製の軟式飛行船に主軸を切り替え、主に太西洋

海域において対潜船団護衛や早期警戒哨戒飛行を行

い多大な効果と実績を挙げたのである。 

米海軍飛行船隊は、第二次大戦中に対潜哨戒や船

団護衛など主に大西洋方面で活躍、哨戒飛行実施海

域は約１千万平方キロ、護衛した艦船は８万９千隻

以上にのぼり、終戦時には飛行船１６８隻を保有し

ていた。飛行船は低高度を低速で長時間飛行できる

ことから、当時のＵボートを一旦空中から発見した

ら、そのまま直上の上空でかつ低速度で離れずに執

拗に追尾し、海上の駆逐艦部隊に通報して来させ、

攻撃させた。飛行船は小型の爆弾も搭載していたが、

通常は直接攻撃の任務は行わず、あくまで哨戒と護

衛の任務に黙々と徹したため、派手な攻撃的戦果を

挙げることはなかった。そのためあまり日本では取

り上げられなかったが、米海軍飛行船隊が護衛する

船団の被害は極めて低く、戦略的には極めて重要で

あるシーレーン防衛の要となり、地道な対潜哨戒・

護衛の任務には最適であった。なお洋上での補給や

乗員の交代も、空母や駆逐艦からおこなわれた。 

〔US Navy  Airship Fleet〕 

 



    

 

第二次大戦後も飛行船隊は存続し哨戒任務に従事

していたが、1959年から 62年にかけて米海軍が新た

に四隻就役させたのがヘリウムガス容量４万３千㎥

の ZPG-3W 型軟式飛行船である。全長 131m、直径 25m

で、乗組員 30 名を乗せ、時速 100kmで約 240時間（十

日間）飛び続けることができた。実際に 264 時間 14

分（丸 11 日間）の無補給・無着陸の連続飛行記録が

ある。もちろん船内には居住設備があり艦船の様に

当直交代しながら運航する体制であった。この飛行

船は巨大なエンベロープ内に大型レーダーアンテナ

を装備し、主に北極圏を越えて侵入してくることが

想定されたソ連の爆撃機に対し早期警戒の任務を負

っていた。しかし、地上のレーダー探知能力が向上

し、ロッキード哨戒機との組み合わせによる早期警

戒システムに取って替わられ、ついに1962年に米海

軍飛行船隊は解散させられることとなった。しかし

米海軍飛行船隊全体としては、北極圏やハリケーン

の襲来する海空域での野外係留による運用も含め、

常時８７％の出動率という好成績を残している。 

〔米海軍ＺＰＧ－３ＷとＡｉｒ－Ｄｏｃｋ〕 

 

そして同隊解散後は主に欧米で宣伝広告やテレビ

中継に用いられて生き延びてきた。その後英米独で

新飛行船会社もでき新型飛行船も開発されたが、い

ずれも基本的には従来型軟式飛行船であった。 

飛行船は構造上数種類に分けられ、軟式(骨組み構

造を持たない) 、半硬式(下半分のみ骨組みを持つ)

または準硬式(全体に骨組みを持つが、ガス気嚢が外

皮膜と分離していない)、 硬式（全体に骨組みを持

ち、船体内部に外皮膜と独立したガス気嚢と乗員・

乗客区画などを持つ）がある。 

Nippon Airship CorporationNot Half rigid like Norge, Italia

Translation into same "Semi-rigid" made a confusion!
NT is "Full rigid" structure but air ballonet inside.

Zeppelin NT N07

 

ツェッペリンＮＴは、日本では当初「半硬式」と紹

介されたが、正しくは「準硬式」と呼ぶべき構造で

ある。もともと独語での表現では「半硬式」と「準

硬式」は区別されているのだが、独語から英語に訳

された際、日本では「半硬式」と訳されている

「Semi-rigid」と英訳されたために、かつてのノル

ゲ号の半硬式船と同じく船体の下半分のみ骨組みが

あると誤解されてしまった。しかし実際には全体に

骨組みがあり、むしろ「硬式」との違いは、外皮膜

（エンベロープ）とガス気嚢が「軟式」と同じく同

体であり、内部に空気房（エアバロネット）を有す

る点において「硬式」とは異なる。従って「硬式」

に準じるという「準硬式」という表現が適している。

船体がかつての大型硬式船ほど大きくないため、重

量軽減のため外皮膜とガス気嚢を分離独立させなか

ったと思われるが、運航者の立場から言わせてもら

うと、やはり分離して欲しかった。つまり外皮膜の

微小な穴でも高価なヘリウムガスを逃がすことにつ

ながるからである。実際に船体上部にカラスなどの

鳥類がとまり、足の爪で微細な穴があく被害により

ヘリウム純度が下がる事例が発生している。カラス

除けの彩色シールを船体上部に張ったり、定期的に

こうしたエンベロープの微小穴の補修を行っている

が、もしガス気嚢が分離しており船体内部にあれば、

こうした対処もかなり軽減するのである。 

今一度整理すると、硬式以外は全てエンベロープ

という外皮膜の内部にエアバロネットという膜材で

できた空気房を持っており、外皮膜にかかる内圧の

調整や、船体のトリムをとるなど姿勢の制御に使用

されるが、硬式では外皮膜とガス気嚢の隙間の空間



    

 

がこの調節機能を持つことになる。これ以外にいわ

ゆる蟹の甲羅のような、新素材による甲殻構造を持

つｿﾌﾄ･ｼｪﾙ･ﾀｲﾌﾟの飛行船も考究されている。 

米海軍は戦前実際に全長 44.5ｍの全金属製飛行船

(ZMC 型)を建造したが、当時はジュラルミンの薄板を

３００万本のリベットで接合するなどの苦労があり、

主力飛行船型には採用されなかった。しかし現在の

新素材や接合技術を用いれば、こうした構造もまた

十分再検討に値すると考えられる。 

飛行船技術の根幹が浮揚ガスの容積と自重の差で

ある浮力の活用にある以上、小型飛行船は軟式、中

型は半硬式または準硬式、そして大型は硬式が有利

となる。本来飛行船は大型化すればするほど、自重

の増加を容積の増加が上回るため、浮力の増加率が

大きくなる。北極熊の身体が大きいのと同じ原理で、

表面積の割に容積が大きいことが有利なのである。

一方で船体形状や船体強度を保つためにも、より重

量を増す船体構造や装備品、積載物を支えるための

骨組み構造が必要となってくる。その意味で大型硬

式飛行船こそが飛行船技術の頂点に位置するのだが、

ヒンデンブルク号が終焉を迎えて半世紀以上、「戦争

の世紀」と言われ、航空では「より速く、より高く」

を追求したてきたスピード最優先の２０世紀の時代

思潮の中で、大型硬式飛行船は忘却の彼方に置かれ

てきたのであった。 

 

５．世界の現状と新型飛行船開発計画 

 現在世界では、４０隻程度の飛行船が登録されて

いるといわれるが、実際に常時運用されているのは

２０隻程度であると思われる。うち３隻が上述した

準硬式飛行船ツェッペリンＮＴであり、それ以外の

飛行船は全て軟式飛行船である。軟式の使用用途は

広告宣伝が多く、次いでテレビ放送中継や警備・哨

戒任務などに従事している。 

ツェッペリンＮＴに関しては、ドイツでは 2001年

よりフリードリヒスハーフェンを拠点とした遊覧飛

行を主とし、時々ヨーロッパ各国に遊覧・宣伝・大

気調査などで出かけて行く運用を行っている。当初

２号機を運用していたが、日本に売却した後は３号

機を運用している。日本では２号機を 2004年に欧州

で購入して、2005 年より日本での運用を開始、現在

では首都圏での遊覧や広告、テレビ・ラジオ中継、

調査・実験・観測業務を主体としつつ、日本各地に

巡航して各任務飛行を行うこともあり、加えて震災

など大規模災害時の場合の空中からの災害復興支援

任務の実施を政府機関とともに研究中である。 

Nippon Airship CorporationNAC Air Dock in Kagoshima

 

Nippon Airship Corporation
Dock in, Dock out of JA101Z

 

アメリカはツェッペリン４号機を購入し、2008 年

よりモフェットフィールドを拠点として主にサンフ

ランシスコでの遊覧と広告を行っている。これに先

立ち南アフリカでダイアモンド会社のデビアス社が

２年ほどツェッペリンＮＴ初号機をチャーターし、

鉱脈探査を行った。地上調査よりも精度の高いデー

タが取れ、かつ一日１０時間連続の夜間探査飛行を

繰り返して実施し、探査期間のわりには効率的に多

大の成果を挙げることができた。残念ながら 2007 年

ナミブ砂漠で地上係留中に突然至近距離で発生した

竜巻による損傷を受け、現地格納庫から遠距離であ

ったために現地修理もままならず、分解してドイツ



    

 

に戻してそのまま退役となった。この初号機は遊覧

飛行の資格はなかったが、調査・実験業務は欧州の

航空法規では許されており従事していたものである。 

 軟式飛行船としては、ドイツのＷＤＬ社が４０年

近くに亙り全長５８ｍ～６０ｍ級のＷＤＬ－Ｉ型、

ＷＤＬ－ＩＢ型を、欧州・米国・日本で運用を続け

てきたが、昨年所有飛行船３隻を中国の新飛行船運

航会社（中・独合弁会社）に譲渡し、設計・建造・

運航などのノウハウも移転して、今後中国での飛行

船開発と運用を行うこととなった。軟式飛行船のメ

ッカとも言うべきグッドイヤー社は、1987 年に飛行

船製造部門をロラール社に売却、さらにこれがロッ

キード・マーティン社に転売されて、現在グッドイ

ヤー社は飛行船の運航のみを、他社飛行船のチャー

ターも含めて継続している。もともと英国で開発さ

れ、日本にも導入されたことがある全長５２ｍ～６

０ｍ級のＳＫＹＳＨＩＰ５００と同６００は、その

後英国から豪州を経て、現在はアメリカのエアシッ

プ・マネジメント・サービス社（ＡＭＳ）が管理・

運用している。同社は宣伝やＴＶ中継などを実施し、

時々遊覧飛行も実施している。他にアメリカン・ブ

リンプ・コーポレーション社（ＡＢＣ）が製造した

Ａ－６０＋、Ａ－１５０、Ａ－１７０型といった全

長３０ｍ～５５ｍ級の軟式飛行船を、ザ・ライトシ

ップ・グループ社（ＴＬＧ）が運用している。現在

はもうないが、日本でも自家用機として数年間運用

された。他にもＵＳ ＬＴＡ社やロシア系のロス・エ

アロ・システム社などが小型軟式飛行船を製造し運

用している。近年中国においてもＨｕａｊｉａｏ 

Ａｉｒｓｈｉｐ社という飛行船会社ができて小型軟

式飛行船を製造し、上海などで宣伝飛行をしている。 

 最近国際的に注目を集めている開発の動きがある。

まずは米国防総省国防高等研究計画局（ＤＡＲＰＡ）

が 2009年 3月に、高度２万ｍの成層圏から１０年間

に亙って偵察活動を継続できる新型無人偵察飛行船

の開発に着手したと発表した。ＤＡＲＰＡは、約４

００億円（４億ドル）の開発予算を投じてまず全長

４６ｍ級のプロトタイプを開発し、その後全長１４

０ｍ級の軟式飛行船で船体上部に装備する太陽電池

と、搭載する水素燃料電池を併用して１０年間連続

飛行を可能にするというもの。偵察可能域は約６０

０キロにも及び、定点に滞まりながらＡＷＡＣＳよ

りも６０％広い範囲を継続的に観測できる。ＤＡＲ

ＰＡは軍事偵察衛星を打ち上げるよりも安いコスト

で偵察衛星並みの監視能力を構築できるとしており、

２０１２年秋には飛行実験を開始する予定である。 

〔ロッキード・マーティン社の高高度偵察飛行船〕 

 

 

 わが国でもミサイル防衛上や不審船の監視など、

同様の偵察飛行船の導入は充分考えられる。ちなみ

に日本では、飛行船は航空法上の「人が乗って航空

の用に供することができるもの」という定義に従い、

有人飛行船は航空機として扱われるが、無人の１０

ｍ～１７ｍ級程度の無線操縦のラジコン飛行船は

「空中浮遊物」として扱われ、航空機ではない。 

但し、より大型の７０ｍ級以上の無線操縦の無人飛

行船は、航空機に準じて取り扱われると思われる。 

 次に注目されるのは、同じくＤＡＲＰＡが進めて

きた「Ｗａｌｒｕｓ ＨＵＬＡ」計画のフェーズ１

に相当するハイブリッド型軟式飛行船、Ｐ－７９１

「Ｓｕｐｅｒ Ｂｌｉｍｐ」である。2006年 1月 31



    

 

日にパームデールにある米空軍第４２工場で飛行実

験を行ったことから存在が明らかとなった。実は、

上述の高高度の無人偵察飛行船とともに、この開発

はロッキード・マーティン社が担当しており、この

Ｐ－７９１は同社の先端航空機開発部門、通称「ス

カンクワークス」が研究開発している。同部門は、

Ｕ－２偵察機、ＳＲ－７１偵察機、Ｆ－１０４戦闘

機、Ｆ－１１７ステルス攻撃機などを開発し、アメ

リカ航空産業の最先端を担ってきたことで知られて

いる。「Ｓｕｐｅｒ Ｂｌｉｍｐ」は、最終フェーズ

では５００～１０００トンの貨物を搭載し２万２千

キロ（地球半周）の距離を飛行させるという目標で

進められている。なお現在世界最大の輸送機「Ａｎ

－２２５」が搭載できる最大が約３００トンである。 

〔ロッキード・マーティン社の Super Blimp P-791〕 

 

 もう一方のアメリカ航空界の巨人、ボーイング社

は 2008年 7月 8日に、カナダのスカイフック・イン

ターナショナル社と共同で、重量物輸送用の飛行船

「SkyHook HLV」の開発に着手したことを発表し、2009

年７月 27 日には、同飛行船設計のコンフィギュレー

ションが固まったと発表した。2011 年には詳細設計

を終わり、遅くとも 2013 年までには商業運航を開始

することを目指している。カナダの北極圏は、地球

温暖化の影響で凍土が溶け、森林資源や鉱物資源の

開発が可能となってきているが、資材や資源の輸送

に悩んでおり、「SkyHook HLV」はこの輸送を担うこ

とがカナダの大学や産業界から期待されている。面

白いことに、上述の「スカンクワークス」に相当す

るボーイング社の中の先端研究開発部門「ファント

ムワークス」がこの飛行船開発を担当している。

「SkyHook HLV」は、いわば飛行船とヘリのハイブリ

ッド型であり、巡航時速は１２０キロ。４０トンの

重量物の場合は２３０キロ程度運ぶことを計画して

いる。現状ヘリで３トン程度を限度として空輸を行

っているわが国においては、例えば二十数トンの風

力発電のブレードなども空輸が可能となり、現場へ

の輸送のための道路建設や周辺の環境破壊を防ぎ、

コストと建設期間の圧縮にも寄与すると期待される。

また間伐材の輸送なども可能となり、森林保全・環

境保全にも大いに役立つことが期待されるのである。 

〔ボーイング社製 SkyHook HLV〕 

 

 



    

 

６．これからの飛行船の産業的課題は何か 

 飛行船は、単位燃料消費量当りの輸送能力と速度

で考えると、船舶と飛行機の中間に位置させること

が可能である。すなわち船よりは早く、飛行機より

は安く運べるという特性を持ちうる。国際的な輸送

システムという観点からは、船と飛行機の中間に空

白の事業領域が眠っていると考えられる。例えば、

太平洋を横断するのに、ジェット機が半日、船舶が

１０日、これに対して飛行船は３日である。しかも

長大な航続距離と実用的速度を活かし、かつ長大な

滑走路を必要としないことから既存空港に依拠しな

いことも可能であり、例えば中国内陸の拠点から北

米内陸の拠点まで、太平洋を越えて他の陸上輸送機

関に頼らずに直接輸送することも考えうる。 

 日本航空宇宙学会誌第２４巻第２４０号（１９７

６年７月）に東昭先生が発表された論文「飛行船の

将来性」の３１６頁及び同著「航空を科学する（上

巻）」酣燈社、第２版１９９８年）」の３５～３６頁

のなかで、各種交通機関の輸送効率を比較されてお

られるが、乗り物の経済性を示す指標として『有効

搭載量（ペイロード）』Ｗｐを速度Ｖで運ぶのに、ど

れだけの『パワー』ＰＥ の推進機を積載しているか

を示す無次元の『輸送効率』、ＷｐＶ/ＰＥ を示す。 

タテ軸にこの『輸送効率』、ヨコ軸に『最大速度』を

とって各輸送機関の分析をされたのが右上図（図１）

である。この『輸送効率』は、推進機の出力との関

係で当然燃料消費やＣＯ２排出にも相関してくる。

この中で当時考えられた小型／中型／大型の飛行船

例題機も加えて比較分析されている。 

この表をさらに2003年 1月に三菱総合研究所地域

政策研究センターの小松史郎研究部長（当時）がさ

らに分析・整理された図表（図２）が右下図に掲げ

たものだが、これをさらに船舶と陸上輸送（鉄道・

トラック）と飛行機のグループに整理してみると、

「船舶は、速度は遅いが『輸送効率』は高い」こと、

「飛行機は、速度は速いが『輸送効率』は低い」こ

と、そして「陸上輸送（鉄道・トラック）は、速度

的にも『輸送効率』的にも船舶と飛行機の中間に位

置すること」がわかる。 

〔図１：東昭先生「航空を科学する（上巻）」３６頁〕 

 

〔図２：三菱総合研究所NEXTING誌通巻740号41頁、 

小松史郎(現)東京都市大学都市生活学部教授作成〕 

 



    

 

物流のニーズとしては、飛行機も船舶も不変にあ

ることは論を待たないが、その中間領域つまりは「船

より速く飛行機よりも安い」ニーズも必ず存在する。

陸上ならばまさしく鉄道やトラックなどの陸上輸送

機関がこれを担っているわけだが、問題は太平洋、

大西洋、インド洋、北極海などの海洋である。現在

はこうした渡洋輸送手段は船舶か飛行機しか存在し

ていないが、「物流ニーズとしての中間の空白領域」

はこうした海洋においても必ず存在している。その

証拠に一時期「シー＆エアー・サービス」というも

のが試みられた。つまり船舶と飛行機を組み合わせ、

例えば「日本から香港または日本からカナダまでを

船舶で運び、そのあと欧州まで飛行機で運ぶ」とい

う物流サービスであり、まさに「全航程を船舶で運

ぶよりは速く、全航程を飛行機で運ぶよりは安い」

ことを訴求した「中間的物流サービス」であった。

しかし実際には、接続地での時間がかかったり接続

コストも追加されたりでなかなかうまくゆかなかっ

た。また途中に海空の貨物積み替えの適地が設定し

にくい太平洋や大西洋では「シー＆エアー」は成立

しない。このことは「物流ニーズはあるが、最適の

中間的輸送手段がない」ことを端的に表している。 

 そこでもしここに、そもそもハードウェアとして

船舶と飛行機の中間に位置する新航洋輸送手段を投

入してやれば、まさにこの「渡洋型国際物流ニーズ

の空白の中間領域」を埋めることができるのだ。 

 そこで登場するのが、大型硬式飛行船ないしは中

型飛行船である。飛行船は、まさしく「船より速く、

飛行機よりも安く運べる」中間的な乗り物なのであ

る。約８０００キロの太平洋を渡ることを例にとれ

ば、現代でも「船舶は１０日」「飛行機は半日」かか

るのに対し、「飛行船は３日」となる。 

今からちょうど８０年前の８月に、世界一周の途

次太平洋を渡ったグラーフ・ツェッペリン号は前述

の通り 79 時間(3 日と 7 時間)で横断した。現代にも

しこのグラーフ・ツェッペリン号を復活させたなら

ば、もっと早い速度が期待できるが、ここでは８０

年前と全く同じものしかできなかったと仮定したと

しても、「飛行船は３日」となるのである。 

飛行機からすれば、飛行船は鈍足極まりないと思

われるかもしれないが、船舶からすれば約４倍もの

速度となり、太平洋横断が１０日－３日＝７日、つ

まり輸送期間が丸一週間も短縮されることになり、

これは充分に経済的効果を持つことになる。 

飛 行 船 と 各 輸 送 手 段 の 輸 送 ・ 経 済 効 率 比 較

国際物流の
空白領域

船 舶

飛行機

飛行船

Nippon Airship Corporation

Prerequisite
condition

Comparison: Cargo ship, Jet and Airship across the Ocean

Jet
Airship
Ship
Truck

payload

日=Days

S
J
A

by Mr. Shinzo Tanaka

Kilo ton

 もうひとつの課題は、飛行船は果たして「飛行機

より安い」ことになるであろうか。約９０トンを積

載する大型ジェット貨物専用機を想定した場合、か

つてのヒンデンブルク号は約６０トンの積載能力で

あった。19 万㎥の容積があったことから、おおまか

にではあるが、水素が１㎥あたり 1.1kg の浮力があ

るとして、２０９トンの浮力とすれば１４９トンも

の自重及び必要装備の重量があったことになる。



    

 

1930 年代の素材を現代の素材に置き換えた場合、ど

れだけの軽量化が図れるか、精密な計算を待たねば

ならないが、当時のジュラルミンの骨組みを可能な

範囲でカーボンファイバーや軽合金に置き換え、外

皮幕の木綿の帆布（ズック）を現代の合成繊維の膜

材に置き換え、さらには当時のディーゼルエンジン

を現代の小型軽量の推進機関に置き換えるだけでも、

相当な軽量化が図れるであろうことは想像できる。

当時の飛行船のジュラルミンの正確な重量は不明だ

が、一般にジュラルミンは鉄の重量の三分の一であ

り、カーボンファイバーは鉄の約四分の一の重量と

いわれていることからすれば、カーボンファイバー

はジュラルミンの約四分の三の重量であるといえる。

そこで、もし自重及び装備品の四分の一程度を軽量

化できたと仮定すると約３７トンの積載能力が増え

て合計９７トン程度積載できる計算となる。ここで

はさらに固めに想定して３０トン程度（全体の２

０％程度）の軽量化と見なしても大型ジェット機と

ほぼ同量の９０トンを積載できることになる。ここ

では前提として同重量運べるものとしよう。 

一方でいわゆる燃費の問題であるが、これも単純

比較は困難であるもののヒンデンブルク号級と大型

ジェット機の比較では、二十分の一程度と見られる。 

例えば貨物用大型ジェット機（Ｂ７４７Ｆ）とあ

る例題機として想定された大型貨物用飛行船（全長

２３０ｍ級）の数値の比較では、貨物重量１００ｔ

（５００ｍ3）を約５０００ｋｍ輸送する場合の計算

例として、燃料費対比でジャンボ機と大型飛行船の

比率は６．４６対０．３２となり、この場合は燃料

費では飛行船はジェット機の約二十分の一となる。 

同様に大型ジェット機（７４７－３００）と過去

の英国の大型飛行船Ｒ１００号（全長２１６ｍ級）

との比較をしてみると、ジェット機（７４７－３０

０）の一時間当りの燃料消費量が、９０００ｋｇで

あるのに対し、英国の大型飛行船Ｒ１００号では、

３７０．８ｋｇとなり、つまり飛行船はジェット機

の約二十四分の一となる。 

ドイツの大型飛行船（グラーフ・ツェッペリン号

やヒンデンブルク号）はブラウガスという燃料ガス

を使用していたため単純な比較がむつかしく、やや

鈍重な（船体重量も重く速度も遅い）イギリスの硬

式飛行船（Ｒ１００号）との比較しかできなかった。

もとより比較の仕方によっても違うが、大きくいえ

ば大型飛行船は、大型ジェット機に比較してあらま

し二十分の一の燃料消費で済むということができる。 

しかしこれをやはり非常に固めに見て、ここでは

十分の一程度であると仮定しよう。その場合、現代

の大型ジェット機の運航費の三分の一は燃料費だと

いわれるが、これがもし十分の一になれば３３．３％

－３．３％＝３０％の減少となり、すなわち運航費

が７０％に圧縮されることになる。 

つまり仮に同重量の９０トンを運ぶ場合に、飛行

船の燃料消費がジェット機の十分の一と仮定しても、

運航費が３割減となり、少なくとも運賃もそれに相

関して安く設定できる計算となる。ましてやもっと

飛行船がたくさん運べて、燃料費も少なくなれば、

さらにトン当たりの運賃を安くすることができる。 

さらには、船舶でも飛行機でも貨物は、港湾や空

港で鉄道やトラックに載せかえられて最終目的地に

運ばれるのであるが、上述の通り、要件があえば滑

走路を必要としない飛行船は、例えば中国内陸の工

場の飛行船離着陸スペースから北米内陸の最終集積

地の飛行船離着陸スペースまで、飛行船による直行

輸送ということも充分考えうる。そうすれば陸上輸

送機関の接続時間・運送期間・運送費用が省略され

るため、全輸送期間の比較においての飛行船輸送の

経済的な優位性はさらに高まることになる。 

加えて、これからはいわゆるカーボン・オフセッ

トの問題も大きく作用してくる時代となってくる。

ＣＯ２排出量をいかに少なく運ぶかの観点が、コス

トとともに運輸業には大きくのしかかってくるので

ある。もっともＣＯ２排出量の比較は決して安易に

はできないが、少なくとも浮揚原理からして飛行船

は浮力の大半をヘリウムなどの浮揚ガスの静的浮力

を活用するため、化石燃料消費と引き換えの動的浮

力の比率は低い。化石燃料によるパワーは大部分が

推進力に振り向けられるわけであり、その意味では

他の航空機と比較して浮揚原理的にはＣＯ２排出量



    

 

が少なくてすむ。さらには今後より軽量化してゆく

であろう膜材型太陽電池や、水素や水を活用した再

生型燃料電池を推進機関に用いれば、究極的にはほ

とんどＣＯ２を排出しないで渡洋可能な飛行船を建

造することも夢ではない。現状ツェッペリンＮＴの

ＣＯ２排出量は大型ジェット機の二百十分の一であ

り、三ヶ月間飛んで一時間分のＣＯ２排出量となる。 

前述した 1930 年代の技術・素材の産物であった全

長約２５０ｍ級のヒンデンブルク号タイプの大型硬

式飛行船を、現代の高分子化学がもたらした素晴ら

しい炭素繊維や合成繊維、ＦＲＰ、最先端の軽合金

など軽量・強靭な材料を用い、現代の高層ビルの建

築を可能とした高性能コンピューターによる精度の

高い強度計算を応用して大型硬式船の骨組み構造の

設計・製造を行い、最新の航法・気象・通信システ

ムを搭載する。また、既存の小型高性能のディーゼ

ルエンジンや航空機用ガソリンエンジン、ターボプ

ロップ・エンジンにとどまらず、将来的にはハイブ

リッド・システムや、最新の太陽電池や燃料電池な

どを利用した推進機関を装備して、もう一度「グラ

ーフ・ツェッペリンⅢ世号」を再興（リストレーシ

ョン）すれば、1930 年代当時とは比較にならないほ

ど高性能で安全、かつ相当に軽量・強靭な低炭素型

航空輸送手段が実現可能となるのではあるまいか。 

1930 年代の技術では、大型の船体に見合う船体の

強度や推進力を充分得られないことにも問題があっ

たが、現代の技術・素材・エンジンを合理的に組み

合わせれば、こうした問題を解決できるのではない

だろうか。しかも日本的ないわば「ゼロ戦型技術」

が得意とする、無駄のない精緻な合理的設計とその

アセンブリ（組み合わせ）技術による軽量化など、

世界をリードする新型ＬＴＡ（Lighter-Than-Air）

航空機の開発・建造も決して夢ではない。今後日本

の航空機開発がどのような方向をたどろうと、欧米

先進国の後塵を拝することなく独自分野で互角に渡

りあってゆける新分野の開拓を考えるならば、この

飛行船開発は無視し得ない。 

また日本各地の造船会社の工場敷地や工場上屋や

ドライドックなど既存設備の中には、少し改造する

だけで大型硬式飛行船の開発・建造に活用可能な施

設がある。もともと明治 33年(1900 年)7 月にツェッ

ペリン伯爵が第一号のLZ-1硬式飛行船を飛ばしたの

は、ボーデン湖上に浮かぶ水上格納庫から引き出し

て水面からだった。長大な滑走路が不要な飛行船に

は、陸上に限らず将来的に浮体構造の飛行船水上基

地やウォーターフロント周辺も含め、我国の国土を

活かした湖面や海面、洋上を利用した運用可能性も

研究すべきである。グラーフ・ツェッペリン(Ⅰ世)

号も湖面や海面に着水することが実際可能であった。

そもそも浮力があるため、接地・接水の船体重量が

軽く、少数の車輪や浮き袋で船体を支えられるので、

水面に着水しても浮いていられるのである。沖泊ま

りした客船と同様に、テンダーボートによる乗客・

乗員の上陸・交通も可能である。 

 
       湖のうえに降りたグラーフ・ツェッペリン号 
わたくしたちは、飛行船活用の最終目標のひとつ

に、上述した「渡洋型貨物飛行船」のみならず「豪

華飛行客船」を現代のテクノロジーで復活させるこ

とをかかげている。もしヒンデンブルク号級の大型

硬式飛行客船を、上述した通り現代の素材とテクノ

ロジーを組み合わせて再建造したら、当時とは比較

にならない程安全で高性能な大型飛行クルーズ客船

ができるはずである。 

実は筆者は、2002年までの１２年間、「にっぽん丸」

や「ふじ丸」など日本の外洋クルーズ客船の乗組員

として３回の世界一周航海を含め、全世界を航海し

てきたが、これから最もお金を使って戴かなければ

いけないシルバー世代の方々にとっての外国旅行は

体力的にも様々な要件があることを実感してきた。



    

 

客船での世界一周の船客は平均年齢６５～６７歳く

らいであるが、日本からアメリカ・ヨーロッパ・オ

ーストラリアのどこに行くにもジェット機に十数時

間乗らねばならないのが体力的につらいので客船に

乗ったという方々が少なからずおられた。もちろん

クルーズ客船の旅は船内での食事やエンターテイメ

ント、各寄港地での上陸観光など魅力一杯でありそ

れを楽しみに乗船される方が主体である。しかし、

一方で「もっと身体が楽な空の旅があったら・・・」

という思いは若い世代でも抱いているのである。 

Can we enjoy world cruise again by Giant 
Cruise Airships? Yes, we can!!

 

Faster than Ships, 
More comfort than Jets

 

もし現代の技術と素材でリストレーションしたヒ

ンデンブルク号級の飛行客船があれば、現在クルー

ズ客船で盛んな３ヶ月間世界一周が、３週間程度で

も実施可能となり、客船同様ダイニングで食事を楽

しみ、ラウンジでくつろぎながら、夜は自分の船室

でベッドに眠り、眼下の大パノラマを堪能しつつ、

各寄港地での上陸観光を楽しめるのである。2002 年

に「にっぽん丸」で大西洋上を航海中、乗船中の世

界一周船客をお相手に「飛行船講座」を実施した際、

最後に「もしヒンデンブルク号級の飛行客船ができ

たら乗ってみたい方は手を挙げてください」と尋ね

たところ、実際に世界一周中の３００名のお客様全

員が、即座かつ真剣に熱意を持って手を挙げてくだ

さった。この１２年間に何万人もの船客と洋上で接

してきた現場の実体験から、現在完備された統計調

査資料はなくとも、筆者はこのマーケットは確実に

存在していることを実感し確信している。 

1930 年代にアメリカでは前述の空中空母アクロン

型を民間用に改装した大型硬式飛行船として「乗客

乗員80名、貨物120トン積載、速力80kt（時速150km）」

の計画が存在し、実際に当時の技術と素材でこの性

能は十分可能とされていた。飛行船を過去の遺物と

して否定してきた 20 世紀はすでに終わり、新しい素

材と技術を得て環境にも人間にも優しく、長時間飛

行・滞空可能な 21 世紀の実用渡洋型航空機として大

型硬式飛行船が復活する日を信じるのは、果たして

筆者のみであろうか。 

 

７．今後の取り組むべきアクション・プラン 

 飛行船が産業として発展してゆくためのヒントと

して、海運業の発展の歴史を紐解きたい。中世まで

の海運業は、「自分で船を造り、自分が乗り込んで大

海原に乗り出して航海し、外国で売買・交易をして、

帰ってきて巨万の財をなす」という形態に端を発し

ているといえる。つまり造船業、海運業、貿易業が

一体となっており未分化であった。 

その実例としては、日本でも三井物産という貿易

商社の船舶部が独立して三井船舶という船会社がで

き、また造船部が独立して三井造船という造船会社

ができたことである。三菱グループも日本郵船や

(旧)三菱海運という船会社、三菱商事という商社、

三菱重工という造船部門をもつ製造会社が、連携し

つつ発展してきている。 

つまり、メーカーとオペレーターとユーザーとい

う三者がそれぞれの役割と立場を果たしつつ連携す

ることで、海運業・造船業・貿易業が発展してきた

わけである。このアナロジーとして考えるならば、

飛行船産業が発展するためには、やはりメーカーと



    

 

オペレーターとユーザーという三者の機能と役割が

分担されつつ連携・連動する産業構造と社会経済的

機構を備えてゆかなければならない。 

例えばアメリカの飛行船会社のメッカともいえる

グッドイヤー社はかつて、自分で飛行船を造り、運

航し、宣伝利用するという、飛行船メーカー兼飛行

船オペレーター兼飛行船ユーザーとしてほぼ百年間

飛行船に関わってきた歴史がある。１９８７年に、

同社は飛行船製造部門を売却して分離したが、運航

と宣伝利用（ユーザー）はまだ兼ねていた。しかし

最近は他社である前述のＡＢＣ社のＡ６０＋をチャ

ーターして宣伝利用だけをする飛行船ユーザーとし

ての存在を強めている。 

Nippon Airship Corporation

3 Keys for Development of Airship Industry

Airship Operator

Airship Customer

Airship Maker

 

この三つの機能をそれぞれ適切かつプロフェッシ

ョナルに分離独立させて、適正な競争原理を導入し

つつ育成し、三位一体的な発展を図ることが肝要で

ある。世界のほとんどの飛行船会社は今もメーカー

兼オペレーターであることが、ひとつには発展を阻

んでいる様に思えてならない。先の船舶の例で言え

ば、造船会社と海運会社は明確に異なる。航空でも

もちろんボーイング社などの航空機メーカーとＪＡ

ＬやＡＮＡなどの航空会社が異なるのであり、飛行

船もこれからはメーカーとオペレーターが分離して

各々で発展してゆかねばならないと考える。なぜな

ら、メーカーだけでのフィージブル・スタディーで

は、飛行船がこれからどれだけ世界中で商業運航さ

れるかの予測や検討は困難であり、それには運航業

を本業とするオペレーターの経験と視点が不可欠で

ある。一方で、オペレーターの実務経験からのフィ

ードバックがあって、どのような機能と性能を持つ

飛行船が必要か、改良すべき装置や機器は何かがわ

かるのである。まずは飛行船の専業オペレーターを

しっかりと育成することが、飛行船メーカーを結果

的に潤すことにつながる。そして飛行船オペレータ

ーが育つためには、飛行船ユーザーを開拓し、ユー

ザーからのリクエストがオペレーターに与えられる

ことで、飛行船産業として大きく発展してゆく。 

いくら大型硬式飛行船を物理的に再興して建造し

ても、オペレーターがいなければ、それを乗りこな

すことも整備・運用することもできない。「幕末の咸

臨丸」があったからこそ、日本人の船乗りが育ち、

後に世界最大の戦艦大和ができても運用することが

できたのである。その意味でも、ハードウェアを建

造することとともに、それを運用できるソフトウェ

アとしての運航・整備技術をあわせて再興・育成し

なければならない点に於いて、日本飛行船のツェッ

ペリンＮＴは「平成の空の咸臨丸」ともいえる使命

と存在意義を果たしてきた。 

Why we should keep operation
of airships now?

If we don't train & keep
crew members of airship,
who will operate Giant 
Airships in future?

S.S. KANRIN MARU 
625 tons, First across 
Pacific Ocean by JPN 
Crew only in 1860

Biggest Battleship YAMATO 72,809tons 1940 - 1945

 これからの飛行船開発・建造を考えるとき、繋留

システムをどう展開するかを考えなければならない。

必ず問題になるのは、定時運航性の確保、すなわち

定時離着陸性能と離着陸スペースをどうするかとい

うことである。飛行船は何千メートルの滑走路は不

要だとしても、繋留マストを中心に船体長を半径と

した円を描くので、２５０ｍの船体ならば直径５０

０ｍ以上のスペースが必要になる。この問題を解く

鍵は、水面利用と繋留塔システムの再興にある。 



    

 

そもそも 1900年 7月 2日に初飛行を行ったツェッ

ペリン第一号船 LZ-1 は､ボーデン湖上に浮かぶ浮体

式格納庫の中で組み立てられ、水上に引き出され湖

面から飛び上がり、また湖上に舞い戻ったのである。

ブイに繋留された浮体式格納庫も水面上の飛行船も、

錨をおろした船舶と同様、動力を使わずとも自然に

常に風に立つので、動きがシンクロする水上格納庫

への飛行船の出し入れが容易であるという利点があ

る。前述したように後のグラーフ・ツェッペリン号

も車輪の代わりに大型浮き袋を装備できるようにも

なっており､実際に水面に着水・離水を行っているこ

とから、わが国でも霞ヶ浦や､浜名湖、琵琶湖などの

水面を利用した水上飛行船基地､あるいは浮体式の

洋上飛行船基地も将来的に充分考えられる。 

〔 英国大型硬式飛行船Ｒ１００船上の乗客〕 

 

一方イギリスはかつて空中繋留方式を採用してお

り、ロンドン郊外に今も大格納庫が残るカーディン

トンや、カナダのモントリオールなどに大型空中繋

留塔を建造しＲ１００などの大型硬式飛行船が利用

していた。繋留塔には船首部のタラップから乗り降

りした。先述の通りニューヨークのエンパイアステ

ートビルも、元々飛行船の繋留塔として建造された。 

〔繋留塔における英国のＲ１００〕 

 

ちなみにＲ１００は民間のビッカーズ造船所で造

られたため「資本主義号」と呼ばれ、大西洋横断往

復飛行に成功した優秀な飛行船であった。一方当時

社会主義政権下であった英国航空省が造ったＲ１０

１は、対比的に「社会主義号」と呼ばれ、一部骨組

みに鋼鉄を使用するなど飛行船の専門家からすると

疑問の多い設計であったといわれるが、残念ながら

処女飛行の途次、水素ガスの漏出と発火が原因と思

われる事故によりフランスで墜落してしまい、これ

を契機として英国は成功していたＲ１００も解体し

て硬式飛行船から撤退してしまった。しかし今でも

Ｒ１００を偲ぶ人は多く、英国にはＲ１００を最新

技術で再現しようという運動もある。 

こうした繋留塔システムは今後の地上・洋上運用

でも再検討すべき利点を持っている。もちろんその

ためには、空中繋留中の船体のトリム（前後の釣り

合い）を自動でとるような、または潜水艦の自動懸

垂装置のような機構を開発・装備する必要がある。 

〔エンパイアステートビルに繋留する構想図〕 

 

 もうひとつの定時離着陸性能だが、これはまずは

飛行船自体の強度と推進力と制御性能を増すことに

よる総合的な堪航性の向上が基礎となる。その上で、



    

 

もうひとつの課題が、地上離着陸システムの改善で

ある。例えばまず自動で立ち上がってくる繋留マス

トで、飛行船の繋留索を自動的に補足して巻き取り、

繋留する自動システムの開発が必要である。そして

サッカースタジアムのような大型で屋根が開くドー

ムに、飛行船を自動繋留システムで補足・繋留して

引き込んでゆき、屋根を閉めて安定させるような設

備・施設を研究開発する必要もあるだろう。これら

は現代の精密作業を行う産業用ロボット技術を駆使

すれば不可能ではあるまい。単なる飛行船側の開発

のみではなく、地上・水上・空中の繋留システムと

施設開発の連動こそが、課題である飛行船の運航定

時性の確保につながるのである。参考とすべき具体

例に、今や海上輸送の世界的な主体となっているコ

ンテナ船の輸送システムがある。1960 年代当時、海

運界にコンテナ船構想が現れた時、「コンテナ船など

はだめだ。」という意見が多かった。なぜならコンテ

ナ船は、当時の一般的な在来型貨物船と異なり自分

では荷役装置を持たない。従って岸壁側に巨大なガ

ントリークレーンや、陸上でコンテナを運ぶストラ

ドルキャリアー、そしてそれを内陸に運ぶコンテナ

シャーシとトラクターヘッドなどの機器・車両が世

界中の港になければ成り立たない輸送システムだか

らである。そのための広大な敷地のコンテナヤード、

コンテナを通関するしくみなども必要となる。在来

型貨物船なら自前のデリックやクレーンで荷役作業

ができ、岸壁さえあればどこでも貨物の積み下ろし

ができたからである。従って１９６０年代初頭の「常

識」ではコンテナ船が将来世界物流の主力になるこ

となど、とても考えられない夢想でしかなかった。

しかしそれから３０年後の１９９０年代には、世界

中にコンテナヤードとガントリークレーンが整備さ

れ、今日、中南米やアジア・アフリカにいたるまで

全てコンテナ船による世界的海上輸送網が確立して

いるのである。在来型貨物船は姿を消してしまった。

この事例が教えてくれるように、現時点ではそんな

ことは「雲を掴むような夢物語だ」といわれる構想

も、３０年経てば現実になる可能性を十分実証して

いるのである。飛行船技術は、ヒンデンブルク号が

炎上した１９３７年以来７０年間冬眠してきたと言

っても過言ではない。しかしその７０年の間に、技

術も素材も社会も膨大な進展をみているのである。

７０年前に不可能であったことも、現代では可能に

なっている事例は数限りない。 

従来の技術開発はどうしても史上初めての新技術

にしか注目せずまた評価しない傾向や気分があるの

ではないかと感じるが、利用者側の観点に立てば全

くの新技術よりもむしろ実績のある過去の実物を、

現代の技術と素材を駆使して再興（リストレーショ

ン）し、新しい経済的付加価値をつけて甦らせるこ

とにもっと目を向けて良いのではないかと考える。

飛行船の自然のガス浮力の利用のみならず、こうし

た観点からの風力・潮力・地熱や太陽光エネルギー

など自然力利用の技術をもっと高く評価し、新技術

開発と製品化に努力し、実際の産業社会で活用して

ゆくことこそ、２１世紀に生きる研究者と企業人の

使命ではなかろうか。 

「人間は自然を制御しうるが、ただしそれは 

自然に従った場合のみである。」 

   ――― サー・フランシス・ベーコン 

   

〔80 年前の昭和四年、ツェッペリン伯爵号の太平洋 

横断中の船内食メニュー。帝国ホテル調製〕 
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